
令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　効果検証

（円）
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担当課

1 自治会活動緊急応援補助金 12,303,000 10,583,000 R3.4.1 R4.3.31

自治会への緊急支援として、集会施設における感染症対策や子どもの安
心安全な遊び場環境整備に取り組む自治会に自治会活動緊急応援補助金
を交付した。

自治会活動緊急応援補助金
　・自治会集会施設感染症対策事業
　　補助率3/4　補助金額839,000円
　・子どもの居場所づくり事業
　　補助率2/3　補助金額11,464,000円

自治会集会施設感染症対策および地域の子どもの居場所づくりの補助を
行うことにより、自治会活動の円滑な再開を支援することができた。

自治協働課
地域振興課

2 事業者感染症対策補助金 9,000,000 9,000,000 R3.4.1 R4.3.31

小規模事業者の新型コロナウイルス感染症対策（マスク、消毒液などの
購入、換気対策等）に対し、補助金を交付した。

小規模事業者感染症対策補助金　12,084,000円（250件）※No.2，3合算

市内事業者に対して、感染症対策の補助を行うことで、コロナ禍での事
業継続を支援することができた。 農林商工課

3
事業者感染症対策補助金（そ
の２）

3,084,000 3,084,000 R3.6.28 R4.3.31
小規模事業者の新型コロナウイルス感染症対策（マスク、消毒液などの
購入、換気対策等）に対し、補助金を交付した。

市内事業者に対して、感染症対策の補助を行うことで、コロナ禍での事
業継続を支援することができた。 農林商工課

4 事業者経営発展対策補助金 13,234,000 13,234,000 R3.4.1 R4.3.31

小規模事業者の新型コロナウイルス感染拡大による「新しい生活様式」
および加速する社会のデジタル化に対応するための取組に対し、補助金
を交付した。

小規模事業者経営発展対策補助金　13,234,000円
①デジタル化推進補助金　80件　9,959,000円
②ＱＲコード決済導入支援金　134件　3,216,000円
③デジタルトランスフォーメーション推進人材育成補助金　２件
59,000円

市内事業者の新型コロナウイルス感染症による影響下に対応した取組に
対し、補助を行うことにより、コロナ禍での市内事業者の事業継続を支
援することができた。

農林商工課

6
キャッシュレス決済ポイント
還元事業

31,767,334 31,767,000 R3.6.28 R4.3.17

市内店舗でキャッシュレス決済を活用して消費行動を行った際にポイン
ト還元を実施した。

（第１弾）
令和３年９月１日～30日
決済金額：約51,000千円
還元費用：約7,100千円
登録店舗数：209店舗
（第２弾）
令和３年12月１日～令和４年１月31日
決済金額：約142,000千円
還元費用：約21,800千円
登録店舗数：233店舗

キャッシュレス決済の普及を促進することにより、現金に触れない、従
業員と顧客の接触機会を減らすという新しい生活様式に対応する社会環
境の構築を促進することができた。

農林商工課
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7 特産品開発事業費補助金 3,420,000 3,420,000 R3.6.28 R4.3.31

本市ふるさと納税返礼品またはオリテ米原取扱商品への登録を要件とし
て、新たな特産品の開発や商品のブラッシュアップに取り組む市内事業
者に特産品開発事業費補助金として補助を行った。

特産品開発事業費補助金　3,420,000円

コロナ禍おいて、ネット販売の売上やふるさと納税額が増加するなど、
いわゆる巣篭もり需要が高まりを見せている中、市内事業者に特産品開
発等を支援することにより、新たな返礼品の掘り起こしや、事業者の競
争力強化を図ることができ、地域経済の活性化に貢献することができ
た。

シティセールス課

8
地方創生テレワーク推進交付
金

2,992,000 1,496,000 R3.6.28 R4.3.31

本市への移住・定住や企業のサテライトオフィス進出を促進するため、
サテライトオフィス等プロモーションを実施した。

サテライトオフィス等誘致促進業務　2,992,000円

コロナ禍を地方回帰の機運と捉え、本市の利便性の良さと豊かな自然等
の魅力を生かした各種セミナーやツアーを開催することにより、本市に
関心をもっていただくきっかけづくりとすることができた。また、米原
駅前にサテライトオフィスを設けたい事業者と協議を進め、令和４年９
月に本市に進出していただく目途を立てることができた。

シティセールス課

15
就学支援・奨学支援臨時給付
金

10,710,000 10,710,000 R3.6.28 R4.1.20

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が著しく減少した世帯へ
の緊急支援としての小学生から大学生等の保護者に対して給付金を支給
した。

就学・奨学支援臨時給付金　10,710,000円（54人）
小学生　60,000円／人
中学生　75,000円／人
高校生　120,000円／人
大学生　240,000円／人

給付金を支給することにより、新型コロナウイルス感染症影響下の経済
的負担を軽減し、小学生から大学生までの学びの保障を図ることができ
た。

教育総務課

16 体育施設の感染拡大防止対策 351,354 351,354 R3.6.28 R3.8.31
市民や不特定多数の方が利用する体育施設に新型コロナウイルス感染症
の感染リスクを軽減する備品を設置した。

市民や不特定多数の方が利用する体育施設において、空気清浄機、サー
キュレータ－を配備し、感染リスクの軽減を図り、「新しい生活様式」
に対応したコロナ禍においても安心して施設が利用できる環境を提供す
ることができた。

スポーツ推進課

17
市民交流プラザの感染拡大防
止対策

100,387 100,387 R3.6.28 R3.8.31
市民や不特定多数の方が利用する社会教育施設に新型コロナウイルス感
染症の感染リスクを軽減する備品を設置した。

市民や不特定多数の方が利用する社会教育施設において、空気清浄機、
サーキュレータ－を配備し、感染リスクの軽減を図ることにより、「新
しい生活様式」に対応したコロナ禍においても安心して施設が利用でき
る環境を提供することができた。

生涯学習課

18
学びあいステーションの感染
拡大防止対策

1,350,774 1,350,774 R3.6.28 R4.2.1
市民や不特定多数の方が利用する社会教育施設に新型コロナウイルス感
染症の感染リスクを軽減する備品を設置した。

市民や不特定多数の方が利用する社会教育施設において、空気清浄機、
サーキュレータ－を配備し、感染リスクの軽減を図り、「新しい生活様
式」に対応したコロナ禍においても安心して施設が利用できる環境を提
供することができた。

生涯学習課
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19 図書館の感染拡大防止対策 1,561,402 1,561,402 R3.6.28 R3.9.30
市民や不特定多数の方が利用する図書館のトイレの便座の自動開閉化、
シャワートイレ機能付加の改修を行い、新型コロナウイルス感染症の感
染リスクを軽減する備品を設置した。

市民や不特定多数の方が利用する図書館において、トイレの非接触化、
空気清浄機、サーキュレータ－の配備により、感染リスクの軽減を図
り、「新しい生活様式」に対応したコロナ禍においても安心して施設が
利用できる環境を提供することができた。

図書館

20
歴史文化施設の感染拡大防止
対策

1,254,741 1,254,741 R3.6.28 R3.9.28
市民や不特定多数の方が利用する歴史文化施設に新型コロナウイルス感
染症の感染リスクを軽減する備品および発熱者を非接触で検出する機器
を設置した。

市民や不特定多数の方が利用する歴史文化施設において、空気清浄機、
サーキュレータ－を配備し、感染リスクの軽減を図り、「新しい生活様
式」に対応したコロナ禍においても安心して施設が利用できる環境を提
供することができた。また、サーモグラフィー発熱測定器により、新型
コロナウイルス感染症の感染の疑いのある方の入場を制限することによ
り、施設内感染や集団感染を未然に防ぐことができた。

生涯学習課

31
PCR検査（行政検査）実施体
制整備事業

9,361,660 9,361,660 R3.8.27 R3.11.19

新型コロナウイルス感染症の感染が急拡大したことを受け、市内医療機
関でPCR検査（行政検査）を実施できる体制を整備した。

隔離診療ユニット設置工事　4,970,460円
陰圧装置　1,290,300円
感染症遺伝子検査装置　3,100,900円

保健所からの行政検査を受託できる体制を整備し、早期に感染者を特定
し感染拡大を防ぐことで市民の安全・安心の確保が図れた。 福祉政策課

36
学校保健特別対策事業費補助
金

2,012,425 850,000 R3.8.27 R4.2.25
新型コロナウイルス感染症対策として、小中学校に消毒液、新型コロナ
ウイルス抗原検査キット、飛沫ガード等の資材を配備した。

小・中学校で感染症対策を行い、学校教育活動の継続を支援することに
より児童および生徒の学びを保障した。 学校教育課

40 直売所運営再開事業 1,907,281 1,833,281 R3.10.4 R4.3.31

緊急事態宣言の発令に伴い休業を要請した観光施設の特産品直売所につ
いて、再開後の客離れや出荷者の生産意欲の減退等が懸念されるため、
出荷者の販売手数料を免除にする取組に対して、補助金を支給し支援し
た。

直売所運営再開支援金　1,907,281円

補助金により特産品直売所を支援することにより、２施設240件分の販
売委託手数料が無料化され、新型コロナウイルス感染症による休業明け
の出荷体制の維持を図ることができた。

シティセールス課

41 直売所出荷者減収緩和支援金 5,294,132 5,294,132 R3.10.4 R4.2.10

緊急事態宣言の発令に伴い休業を要請した観光施設の特産品直売所に出
荷していた出荷者について、休業期間中の季節作物等の販売機会の喪失
による経済的影響に対し、減収緩和支援金を支給した。

直売所出荷者減収緩和支援金　5,294,132円
（２施設　111人）

市の休業要請に応じた特産物販売所の出荷者の経済的影響を緩和し、継
続的な生産意欲の向上を図ることができた。 シティセールス課
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42 テイクアウト割引事業 34,730,079 34,730,079 R3.11.9 R4.3.18

商工会と連携して、飲食店等が新しい生活様式に対応したお弁当を割引
して販売した割引分に対して補助を行った。

補助額：500円／弁当１個あたり
※１個800円以上の弁当に限る
利用率：62.3%
（利用数65,482枚／配布数105,000枚）
登録店舗数：35店舗

コロナ禍において、市民がお得に弁当を注文できる仕組みを構築できた
ことにより、「市民の家計応援」・「事業所（飲食店・生産者等）応
援」・「新しい生活に対応した出前・テイクアウトの普及による消費喚
起」につながる『三方良し』の事業展開を図ることができた。

農林商工課

43
小規模事業者等減収緩和支援
金

21,589,816 21,589,816 R3.10.4 R4.3.31

新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少した小規模事業者
等に対し、小規模事業者等減収緩和支援金を給付した。

従業員の人数５人以下　５万円
６～10人　10万円
11～15人　15万円
16人以上　20万円

給付額　21,550,000円（338件）

小規模事業者等減収緩和支援金を給付することにより、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により売上高が減少した小規模事業者等の負担軽減を
図ることができた。

農林商工課

44 子育て応援米 17,363,315 17,363,315 R3.11.9 R4.2.24

新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、米の流通が停滞する中、次
世代を担う子ども達に、米原市産の精米コシヒカリを応援米として配布
した。

配布世帯数：2,848世帯（令和３年11月１日現在で住民登録のある中学
生以下の子どもがいる世帯）
配布袋数：5,046袋

コロナ禍における子育て世帯の支援と地元農産物の地産地消、消費拡大
を図ることができた。 農林商工課

46 宿泊キャンペーン事業 21,755,030 18,299,059 R3.11.9 R4.3.31
宿泊施設と連携して冬季に市内の指定宿泊施設に宿泊した者に市内の直
売所や蕎麦店等で利用できるクーポン券を配布した。

市内の宿泊者にクーポン券を配布し市内で利用してもらうことにより、
米原市の課題である冬季における周遊観光の促進と、宿泊施設との観光
連携と、コロナ禍により停滞した地域経済の回復の一助となった。

シティセールス課

48
観光関連施設指定管理者支援
事業

12,624,000 12,624,000 R4.3.23 R4.3.31
観光関連の指定管理施設について、新型コロナウイルス感染症の影響に
より休業措置を行ったことにより発生した管理運営経費について、指定
管理料を増額することにより支援を行った。

新型コロナウイルス感染症に起因する休業措置から生じた管理運営経費
について、指定管理者を支援することにより、良好な施設の管理を継続
することができた。

シティセールス課

49 テレワーク環境整備事業 110,665 101,000 R3.4.1 R4.3.31
市役所職員のテレワーク環境を整備し、在宅勤務が可能な体制を整備し
た。

市役所職員のテレワーク環境を整備することにより、新型コロナウイル
ス感染症拡大時の業務体制を強化することができた。 情報政策課

217,877,395 209,959,000合計


